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災害税務に関する緊急立法
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●非常時の税務行政

魯合後の課題

鬱雲仙岳瞬火災害及び北海道

南西沖地震との税務取扱い
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D要望書作成経緯と

その対応について

醒 その後の要望書の作成等

反省事項等

’'要望書作成経緯とその対応について

平成7年1月23日付 「兵庫県南部地震に伴

う緊急要望書」（以下「第一次要望書」という。）

の作成とその対応

平成7年 1月17日未明、突然に災害はやっ

てきた。当初の軽微な被害報道状況は一変し、

甚大な災害となったことから、 19日一応の落

着きを確認したうえで、事務局と協力のうえ、

関係会員の消息を探る一方、直ちに研修部は、

構成員協力のもとに、税制上緊急に立法すべ

き項目及び税務上緊急に対応を必要とする項

目について検討を開始した。

震災の発生時点が、平成6年分確定申告時

期を目前にしていることから、「確定申告関連

事項」について、要望書を作成することとし、

その余の事項については、爾後実務面での問

題を明確にしたうえで、要望を重ねて行うこ

ととした。

その結果、研修部は取り急ぎ、平成7年 1

月20日付で会長に具申し、 1月23日付で大阪

国税局長に対して「第一次要望書」が提出さ

れた。

その内容は次のとおりである。

¥1 被災者の災害復旧に要する資金調達を

早期に図るため、災害が平成6年l？月31

日に発生したものとみなして、災害減免

法、雑損控除など税負担減免のための制

度を平成6年分の所得税に適用するなと

の特例を、緊急に立法されたい。

尼，申告等の期限の延長について早急に指

定されたい。

13 税理士が被災した場合の申告書の期限

の延長について弾力的運営を図られたい。

’4 法人税法上適用が停止されている所得

税額の控除及び欠損金の繰戻しによる還
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付について、被災した法人に対しては停

止を解除するよう緊急に立法されたい。

(5) 期限のない届出書の適用時期について、

弾力的運営を図られたい。

地方税関係については、平成 7年 1月25

日付の国税庁告示第 l号が発遣されたこと

を受け、地方税についても、関係府県知事

及び市町村長に対して、「地方税の申告・納

付等の期限延長措薯についての緊急要望

書」を平成 7年ビ月 8日付で提出した。

〔日税連の対応）

日税連は近畿会の「緊急要望書」の提出

を受け、機関決定を省略して、 23日直ちに、

国税庁へ同様の事項について要望した。な

お、この時点で、項目 lについては、平成

6年分と平成 7年分の選択適用等とするよ

う口頭にて追加的に要望している。

国税庁においても、この対応は迅速であ

り、項目？については、同月E5日の官報に

より対応する等、すべての項目について要

望を認めていく方針であることが判明した。

なお、自治省に対しても近畿会の緊急要

望書を受けて、同様の要望を行った。

政府は、被災者等に係る所得税等に対して

緊急立法措置を講するとともに、国税庁にお

いても、法人税等に関する特例的取扱いを定

めて実務的な取扱いについても対応した。

近畿会としては、これらを踏まえたうえで、

所得税、法人税、所得税・法人税共通事項、

消費税、相続税・贈与税関係並びに地方税関

係について、不十分な点を指摘したうえで、

3月2日に「阪神・淡路大震災に関する税制

上の取扱い等に関する緊急要望書」（「第二次

要望書」）を堤出し、法整備並びに取扱いの整

備を要望した。

さらに、平成 7年4月28日に r阪神・淡路

大震災における税務上の取扱いに関する要望

書」（「第三次要望書」）を提出している。この

第三次要望書は、震災に関する税務上の取扱

いが明らかになったにも拘わらす、近畿会各

支部及び会員から寄せられた実務上疑義の生

じた事項について、行政当局の対応方法等に

ついて改筈を求め、回答を求めたものである。

例えば、雑損控除については、「罹災証明書

について」として、雑損控除の取扱いと罹災

証明書の有無の関連、振替納税の取扱いにつ

いて、畏災後の財産評価方法等、具体的事例

に基づいたものであり、大阪国税局において

も、それらに対して十分な対応を行った。

日税連においても、第一次要望と同様、近

畿会と連携のうえ、第二次要望、第三次要望

に対しても、近畿会から提出のあった各要望

書により、国税庁等に対レて、要望の具体的

内容等を説明するとともに、その改正に対し

ての要望を行い、その実現に努力した。

また、平成 7年l0月5日には、第四次要望

書を提出し、平成 7年分確定申告書の提出期

限の延長、その他実務的な事項に対する要望

事項を取りまとめている。

阪神・淡路大震災の税制上の取扱いについ

ての緊急要望に対する近畿会の対応が迅速に

なされたこと、並びに日税連においても超法

規的に処置したことに伴い、大きな成果があ

ったと思われるが、その反面、実務上の問題

点などの処置に対しては、必すしも会員の満

足を得るものでなかった点があることは、反

省すべきである。
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特に、地方税の取扱いの不十分さについて

は、その取扱いが各地方自治体の条例等によ

ることから、十分な情報収集ができなかった

ために、対応の遅れ、各地方自治体によって

異なった取扱い等があったことは残念である。

今回のような甚大な災害に対しては、各地

方自治体の条例にまかせることなく、自治省

が中心となった対応が必要ではないかと感じ

たので、令後の善処方を望みたい。

ほ幻竃B
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非
常
時
の
税
務
行
政

国税関係について

地方税関係について

市町の発行した「り災

証明書」について

り1税務署の対応

その他の事項

iI平成8年3月確定申告期の

再延長の要望

被災者にとっては、当面の生活の安定が何

よりも優先されるが、一万において申告義務

の履行も大変気にかかることてあったので、

てきるだけ早く税制上の対応を明確にし、公

表することか、被災者心理の面7Jらも必要て

あった。

一方、行政においては、 1月末の合言表 ・

法定調書、袷与支払報缶書の提出期限、平成

6年分の所得税確定由告期か間近に迫ってい

たため、災害特別税制の立法並ひに災害税務

の説明会やパンフレットの配布、被災者のた

めの税務相談などは、早期の対応が迫られた。

闘国税関係について

国税関係について、一連の被災地納税者の

ための立法並ひに課税庁のとった措置は、次

のようなものであった。

1.申告等の期限延長について

(1) 平成7年 1月？5日 国税庁告示第 1号

国税通則法11条、施行令3条 1項に基づ

き申告等の期限延長となる地域指定

11市7町（豊中市 ・神戸市 ・尼崎市 ・明

石市 ・西宮市 ・洲本市 ・芦屋市 ・伊丹市 ・

宝塚市 ・三木市 ・川西市・津名町・北淡町・

淡路町 ・ 一宮町 ・ 五色町 • 更浦町 ・ 西淡町）

'巳平成7年ゼ月17日 大阪国税局、時価損

害額の簡易計算方法を発表

:3) 平成 7年3月15日国税庁告示第？号

申告期限等を指定

平成7年 1月？5日の地域指定告示を受け

て立成7年 1月17日から平成7年5月30日

までの間に期限が到来するものについては

平成 7年 5月31日まで延長する。

(4l平成7年 3月27日 国税庁告示第3号

①消費税に関する諸届出書について、平

203 



204 

成7年5月31日までに提出すれば期限内

提出として取り扱う。

信消費税に関する諸届出書について、平

成7年5月末までに個別申請手続きをと

れば、朋限延長を認める。

t．阪神淡踏大震災税制特例法について

Ill 平成 7年ビ月17日成立平成 7年？月？〇

日公布施行

① 災害減免法の適用対象所得を600万円

からl000万円に引き上げ

⑬ 軽減免除の各段階所得を変更

500万円まで 免除

700万円まで l/E免除

l.000万円まで 1/4免除

⑲ 国税・地方税とも、雑損控除及ぴ災害

減免法の平成 6年分への遡及適用を選択

的に認める。但し、雑損控除対象の災害

関係支出は、確定申告書の提出日の前日

までの支出に限る。

④ 大震災による被災事業用資産損失も、

平成 6年分への遡及適用を選択的に認め

る。

（ビ）平成 7年3月ビ4日成立平成 7年3月町

日公布施行

I.所得税・法人税の共通事項

① 被災者向け優良賃貸住宅の割増償却制

度（第 9条、第17条）

⑬ 被災代替資産等の特別償却制度（第10

条、第18条）

⑲被災市街地内土地譲渡等に係る特別控

除等（第13条、第19条）

④事業用資産の買換えの圧縮記帳制度

（第14条、第20条～第花条）

⑮ 買換資産の取得期間の特例（第15条、

第E5条）

II.所得税関係

① 財形住宅貯蓄•財形年金貯蓄（第 7 条、

附則第 5条）

⑫ みなし配当課税（第 8条）

⑬ 住宅取得資金の借入（第II条）

＠ 換地処分により代替住宅を取得した場

合の譲渡所得の特例（第12条）

⑮ 住宅取得促進税制の継続（第16条）

III.法人税関係

① 欠損金の繰戻し還付（第23条）

⑫ 仮決算による中間申告の適用（第23• 

24条共通事項）

⑭ 利子・配当等に係る所得税額の控除（第

24条）

IV.相続税・贈与税関係

① 震災以前に相続又は贈与により取得し

た財産で、震災以後に申告期限が到来す

るものの指定地域内の土地等及び非上場

株式等の価額は、震災直後の価額とする。

⑫ 震災から 3年以内に開始した相続につ

いて、被相続人が開始前3年以内に取得

した土地等であっても、取得価額による

特例を適用しない。

V. 地価税関係（第32-36条）

① 震災により滅失した建物等の用に供さ

れていた土地等の 3年間免除

⑲ 土地等が相当な被害を受けた場合、 7 

年の地価税免除

VI.登録免許税関係

① 滅失した建物等に代わって取得する建

物の保存・移転登記の登録免許税免除

⑬ 最低資本金制度による増資登記の軽減

措置の 1年閻延長（大阪府・兵庫県のみ）

VII．印紙税関係

① 地方公共団体又は国民金融公磨からの

金銭消費貸借契約の印紙税の免除

課税庁の対応は極めてすばやく、被災後 8
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日目に、申告期限等を別途告示があるまで延

長する旨、決定した。しかし、期限延長がい

つまで続くのかについては、 3月15日国税庁

告示第 2号を待たねばならす、この間、税務

事務の遅れの中で不安を抱きながら推移した。

発表された告示による期限は、指定地域に

ついて、原則として法人、徊人とも平成 7年

5月31日とされた（遅達によって、一定の条

件がある場合による延長は別途認められるこ

とになった。）が、大半の税理士にとっては意

外に早いとの認識であり、’'もっと延長すべき

という声が多かった。

平成 7年5月31日までに、遅延している個

人、法人の甲告を完了させることが不可能に

近い状態であることは、被災地を関与する税

理士事務所の共通の認識であったと思われる。

ただ法律的には 5月31Elが提出期限と定め

られたが、 1固人の場合は、一定の条件（申告

大窟災の被害を受けたこと等によ

だ'’

について、

り相当の期間行うことができないと認められ

る場合）の下では、平成 8年3月15日（消費

税は平成 8年4月 l日）までとなった。

法人についても一定の条件（申告について、

特に甚大な被害を受けたことなとにより、

らかじめ期限

延長の申請を

行えないこと

につき頁にや

むを得ない理

由があると認

められる場

合）のもとに

平成 8年 1月

3l日まで延長

されることと

なり、個別延

長申請の手続

あ

きをすれば、別途の延長が認められ実務面で

の問題は少なくなった。

相続税については、平成 7年 1月17日以後

に申告期限の到来するものは、平成 7年lO月

31日まで廷長された。

詳細については、課税庁が行った税理士会

各支部での説明会で解説されたが、①法律の

原則的な期限、⑫通達による一定の条件によ

る場合の期限、⑬通則法による個別延長申請

の期限との相違について、若干の混乱が生じ

た者もあったようである。税務署によって配

付されたパンフレットでは、理解しにくい点

が見受けられたようである。

さらに、個別延長申言青の手続きは、課税庁、

地方自治体とも饒便な申請方法による弾力的

な対応がなされてはいたが、税務署の受付印

がある延長申請書のコピーを都道府県、市町

村へ提出しなければならす、なお、申請件数

も多く、大変面倒で時閥もかかり、税理士事

務所の事務は煩雑となった。

非常時には少なくとも国・地方の行政が還

携して簡1更な方法を打ち出す必要があると思

われる。

例えば、他府喋に事業所等がある場合は、

事業所等の管
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轄する都道府

県、市町村へ

も延長申請を

することにな

るが、相手先

は被災地での

簡便な取扱い

が徹底してい

なくて、

都度、説明し

なければなら

かった。

その
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また、期限延長の対象となる事由について、

法律の規定は、納税者における理由を要件と

しているが、今回の震災の場合には、納税者

における理由もさることなから、関与の税理

士事務所の被災と被災による税理士事務所で

の事務の遅延が大幅に発生したため、期限内

申告が困難となったケースが相当あった。硯

在、税理士事務所ではコンピュータによって

財務を始めとするすべてのテーターが入力さ

れており、データーや機器に破損が生じた場

合は、申告等の期限内処理は極めて困難にな

ると予測されるので、期限延長の対象となる

事由に、関与の税理士事務所の被災が明確に

規定されるように、法律の規定を整備するこ

とが望まれる。

しかし、税理土事務所の被災による延長は、

法律で定めていないものの、課税庁の取扱い

としては、これを理由にした延長は幅広く認

められていたのも事実である。

なお、相続税の延長期限とされたlD月3l日

は、被災に伴って発生した相続のケースでは、

期限延長による特典は少なく、殊に、このlD

月頃は税理士事務所の事務の遅れ、特に期限

延長された法人税を中心として申告事務の集

中していた時期に璽なり懸命に消化していた

時期であり疑問が残った。

贈与税については、原則が平成 7年 5月31

日であり、さらに延長するには個別延長申請

の手続きが必要であったが、所得税と同様に

解釈し、理由のあるケースでは平成 8年3月

15日であると考える誤解が一部で生じた。

被災直後、諸申告、納付等の期限延長につ

いては、次のような認識に立っていた。つま

り、国税通則法第ll条（国税庁長官は、……．． 
政令の定めるところにより、その理由のやん．． 
だ日から 2月以内に限り当該期限を延長する

ことができる）を、次のように理解していた。

....... 
① 災害のやんだElから Eケ月間延長さ

れること。....... 
⑬ 災害がやんだ日は、雷気、ガス、水

直、通信、交遅等の回復状況などを総

合的に判断して決められること。

しかしながら、延長期限の発表は、食言ゐ．．．．．．．．．．． 
ゃんだ日、また、理由のやんだ日にも触れす、

前記記載のような内容であったため、多くの

税理士にとっては予測できない事態であった。

なお、国税遅則法政令第 3条 l項では「国

税庁長官は、•…••法第 ll 条に規定する期限ま

でに同条に規定する行為をすることができな

いと認められる場合には、地域及び期日を指

定し……」となっており、この政令により、

国税庁長官は法により許された裁量の範囲で

今回の延長期限の決定がなされたものと理解

されている。

また、後日平成 8年 1月頃に、雑損控除に

関する災害関連支出の規定（所得税法政令206....... 
条 l項 E号）における「災害のやんだ日」の

法的解釈として、「原則的には、平成 7年 1月

17日であること」（「阪神・淡路大震災に係る

所得税関係質疑応答集」）が、課税庁から知ら

されたが、特にこの点については被災者とし......... 
て、「発生した日」が「やんだ日」との認識に

は納得できないという意見が多かった。

被災直後の 1月31日提出期限の「給与支払

報告書」、「償却資産税申告」等については、

とりあえす延長する旨の決定は早かったので、

これら事務の遅延による不安は解消された。

しかし、一方で、地方税関係の減免の内容

がどのようになるのかについては、府県、市

町村ことに取り扱われるため、税理士事務所



に情報が集まらす、納税者への指導を徹底す

ることができなかった。さらに、減免の内容

が決定される時期が、多くの市町で遅れたこ

とも特徴であった。

兵庫県においては、事業税の減免について、

事務所、または自宅が半壊以上の場合、り災

証明書のコピーを提出すれば、一定額の減免

がなされ、手続きは簡便であった。

ただし、減免内容の通知については、一度

限りの案内のみで、案内で指定された期間を

過ぎると救済できなかった。

また、一方で、減免額を年 2回払いの内の

後期で減免したため、被災者心理にそぐわな

いとして不評を貢った。後期で減免する趣旨

は、単にこれまでの取扱いにならったという

ことであり、法的な明確性に欠けるように思

われる。この点の改善が望まれる。

被災後に納期の到来する個人市県民税（普

通徴収）については、次の通り納期限が延長

された。（神戸市の場合）

平成 6年度第 4期分平成 7年5月26日

平成 7年度第 l期分平成 7年7月31日

平成 7年度第 E期分平成 7年lO月E日

平成 7年度第 3期分平成 7年陀月？5日

特別徴収の市漿民税についても、申請によ

り徴収猶予・減免の取り扱いがなされた。

市県民税の減免が決まってから、神戸市で

は「り災証明書」の原本により、市控自に、

減免決定し、事業主に通知した。ただし、一

部で「り災証明書」で半壊以上であるのに、

特別徴収の減免適知がこないところもあり、

一部事務の混乱が見られた。

市県民税については、次の点に問題を残し

た。

第 l点は、国税（所得税）において、期限

延長がなされたため申告書の提出がない場合、

非常時の税務行政

及び税務署で還付申告書が未処理事案（以下、

「還付保留」という。）としての取扱いがなさ

れたことによって、この分の申告書が市町当

局に回付されないこととなった。このケース

では市町は、確定申告書に記載した所得によ

らす、給与支払報告書等の判明している課税

資料で市県民税の税額決定を行った。その結

果、市県民税が本来納付すべき税額より多額

になる納税者が発生した。

この点については、近畿税理士会神戸支部

の役員が神戸市の税制部長等と面談し、国税

の還付保留が解決されるまで課税しない様に

要望し、神戸市では、その要望に沿う形で解

決をみた。自治省通達も発遣されていたこと

も判明した。

第2点は、国税における雑損控除と災害減

免法の選択、地方税における雑損控除と災害

減免条例の選択の組み合わせに関する問題で

ある。

極めて専門的な選択が可能であることが

徐々に明らかになってきたため、当初の所得

税確定申告時に、この制度を理解せすに申告

したことによって市曝民税の損得の問題が生

じた。

被災地納税者の心理からすれば、この特例

の利用の機会を失い納税者間に不公平感を生

じ、不満が残った。このような複雑な制度は

できれば避けるのが適当ではないだろうか。

近畿税理士会の阪神・淡路大震災対策特別

委貝会ではこの問題で、会員に解説文書を郵

送する一方、被災地市町に課税取扱いの確認

を行った。この点については、近畿税理士会

から会員に対し、説明文を発送した。（第ハ編

資料参照）

この問題点を要約すると次の通りである。

平成 6年分で、国税（所得税）において雑

損控除を選択し、住民税で災害減免条例を適
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用《国税の申告書の提出日前に住民税の申告

言が提出されることが要件（地方税法37条

3)》し、次の年以降に国税では雑損失の繰越

控除を適用、住民税で雑揖控除を適用（国税

の申告書提出日前に住民税の申告書を提出す

ることが要件）することが可能であり、

結果、住民税では、災害減免条例と雑損控除

この

をともに適用することができることになり有

利となるケースがあった。

平成 6年分の所得税確定甲告で雑損控除の

適用をし、住民税の申告をしなかった場合は、

住民税では自動的に雑損控除を選択したもの

とされるが、期限後（国税の申告書の提出日

以後に住民税の申告書を提出すること）に、

住民税の申告（減免条例の適用）をすること

で、当初の課税の修正を認められるかどうか

については、神戸市は弾力的な取扱いを行っ

たが、被災地の他の市町においては、すでに

選択期限は法律上経過しているとして、認め

ない方針がとられた。

住民税のパンフレットでは、以上のような

選択適用について、わかりやすく広報されな

かったので、実務家のレベルでも大きな混乱

が生じた。

今回の震災では、各自治体とも被災者救済

の最前線となり、被災者の怒り、悩み、苦し

みの矢面に立った。自治体の職員はすべての

部署で非常事態で日夜努力してきたが、被災

者の不満を十分に解消できなかった。しかし、

このような非常事態においては、すべての被

災者の要望を完全に満たすこともまた至難で

あったことであろう。

被災直後から始まった「り災証明書」の発

行についても、

1. 

トラブルがつきまとった。

り災証明書発行の法的根拠

り災柾明書の発行については、法的根拠が

ない。しかし、令回の大震災における各市町

はいうにおよばす、雲仙岳噴火災害、北海道

南西沖地震においても、「り災証明書」は発行

されている。

地方自治法第 E条において防災に関する事

務が「市町村の事務」と規定されており、り

災証明書発行は災害対策（救助）の一環とし

て取り扱われている。

当初、「り災届出証明書」が発行されていた

が、被災者向けの給付金の受給、展災に関す

る官公署あての申請書等には、建物の被害を

まとめた「り災台帳」に基づく「り災証明書」

が必要となり、例えば、神戸市では、「り災証

明書」発行に向けて、建物の調査をして、

災台帳を作成した。

り
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非常時の税務行政

e. り災証明の内容

建物の全壊、半壊、一部破損、全焼、

水損に伴い、り災があったこと。

設備、動産は対象外（り災届出証明書で対

応する）。

り災者は建物の倒壊等により被害を受けた

所有者・占有者・一時滞在者等。

3. 証明者

半焼、

倒壊については被災地の市町村長及び区長、

焼失については被災地の混防署長となってい

る。神戸市では、例外として、消防署の方で

全半壊の証明書を発行したところもあり、尼

崎市では、自治会が証明書の発行を代行した

ところもあったようである。

「こうべ地震災害対策広報」によると、《り

災証明書は、災害の事実があったことを証明

するもので、これは、各種減免、給付申請な

どに使用されます。》と記載されているが、「法

的根拠はなく、書式も統一されていない」（自

治省行政課）とされている。

ー●9 9 心 9●-29m● ".  •- i讀
品h

a~ 

点―

i-ii.立."―̀
[9-[

「

i9lliiiiiilll[
神戸市、宝塚市では、 ビ月 6日より、

義援金の配分の申請が始まった。

り災

被災状況が全・半壊（全・半焼）が対象で、

「一部破損」は対象外とされた。

ただ、損壊の程度の調査に統一した目安がな

自治体により判定の程度に差が生じ、市く、

民から苦情が寄せられ、倒壊状況の再調査を

行い判定の訂正がなされる場面もあった。自

治会に判定を任せるところもあった。このよ

うな経緯が所得税の申告に際し、課税庁の取

り扱いに影詈を与えることとなった。
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被災地の税務署の日常業務への復帰は比較

的早かったようである。

当初は出勤が不可能な職員が続出したのも、

被災地一般の事情の通りであった。

被災後、被災地納税者の税務調査は一般的

に中止され、一部、人員の減少がはかられた。

税務調査の再開は平成 7年秋以降で、問題

があるとみられるケースを中心にスタートし

たと聞いている。平成 8年7月の定期異動で

は人員はほぼ通常体制に近い状態に戻された

ようである。

この間、被災地各署においては、被災地納

税者の税務相談が激増したが、近畿税理土会

も積極的に被災地納税者の税務相談に応じる

ことを決め、協力した。

今回発表された雑損控除のための損失額計

算をする方法として’'住宅、家財等に対する

損害額の簡易計算＇については、時価損失を

計算する上では利便性にすぐれ、また、金額

的にも被災者救済に沿うもので好評である。

この取扱いが立法措置で対応したものでは

なく、また通達でもないということ、紐部に

ついて明確性にかけることで、実務上判断に

困る点もあった。しかし、大筋において、非

常時の税務行政施策として、その対応は弾力

的な運用がなされたと思われる。

なお、り災証明書における「一部破損」に

ついては、特にマンションの一部破損につい

て、り災証明書通り、一部破損として簡易計

算の適用を認めす、簡易計算を適用するため

には、主要構造部に破損がある旨の別途の証

明（建設業者、管理組合等の証明、被災の写

真）を必要とすることとして取り扱われた。

この証明がなされない納税者については、

雑損控除の適用により税額還付の申告書が提

出されていても、「還付保留」の扱いとした。

具体的な事例としては、次のようなことで

ある。

(ll 「一部破損のり災証明書」で簡易計算に

よる雑損控除の適用をした還付申告言の受

理をせす、実額計算に修正する指導がなさ

れた署があったこと。

(2) 「一部破損のり災証明書」で簡易計算に

よる雑損控除の適用をした還付申告書が提

出されている場合は、本人への呼び出し状、

関与税理士への電話等で、主要構造部に破

損がある旨の別途の証明書（建設業者等の

証明）の提出の指導、提出されない場合の

実額言t算への修正の怨憑がなされたこと。

修正がされない間は、「還付1呆留」の扱いと

なって、平成 8年9月現在も一部について残

されている。

この問題の背景には、市町村の発行した「り

災証明書」の発行基準が、一部破損とする場

合必すしも主要櫂造部に損壊がある場合とは

限らないとの見方があることなどから、一律

適用には公平性に問題があるとの課税庁の判

断があるものと推察される。

しかし、一方で建設業者等の専門家の判断

を前提とする簡易計算の適用についても、被

害の見極めが確実とは言い切れないのも事実

である。被災後 l年以上を経過して屋上、壁

面のひび割れが表面化するケース、雨漏りが

発生するケースも多く聞かれる。

若干の公平性を欠くとしても、平時の公平

性の観点を超えた、非常時における公平性、

被災者救済を優先させた姿勢を貫いても良か

ったのではないかと思われる。

この件については、「国税局は当初、税理士

会各支部において説明した簡雰計算の適用方

針を変更した。」と理解する税理土が多く、一



万、署の方は、「当初より何等変更していな

い。一部破損による簡易計算の適用要件には、

主要構造部の損壊が必要なことは、パンフレ

ットにも表示されている。」としており、認識

の相違がある。

また、このような署の取り扱いについては、

平成7年3月中旬に、署より近畿税理士会の

各支部に連絡が有ったところもあり、支部と

して会員に通知したところもある。

なお、近畿税理士会から、この問題につい

て要望書を大阪国税局に提出している。（第ハ

編資科参照）

その他の事項

被災によって決算事務が完了できす、また、

株主裕会の開催ができない会社は、税務行政

分野においては、緊急立法により、申告期限

の延長措置がなされたが、商法上の特例措置

は準備されなかったため、事業年度終了後3月

以内に株主総会が開催されすに、相当期間遅

れた会社には、登記け怠による過料が賦課さ

れた。この処分に異存があるときは、り災証

明書を添付して、裁判所に異議の申し立てを

しなければならないこととなった。異議申立

てにより救済されるものと思われるが、これ

は、いわば、行政庁で準備された緊急立法事

項の洩れというぺきものであり、専門家団体

のどこからも提起されなかったことによって、

気つかれなかった事項であると考えられる。

今後は専門家団体の相互協議を経た上で、緊

急立法要請事項をまとめるなどの対応が望ま

れる。

a平成8年3月罷定申告期の再延長の要望

平成8年3月の確定甲告期は、税理士事務

非常時の税務行政

所にとっては、被災後の事務の遅れが最終的

にしわ寄せされる大変な時期となった。

税務署においても、平成6年分の未提出者

の申告書提出が重なること、被災に伴う還付

由告書の激増で提出件数か平年の2.5倍と推

定し、税理士会への協力を要請した。

被災地では、被災者のための税務相談を税

務署の要請により従釆規模を大幅に上まわる

日数て取り組み、また、一方では、事務所内

の関与先の申告事務を 3月15日までに完了せ

ねはならす、被災後の最大の山場を迎えた時

期てあった。

被災地の税理士事務所では、この様な事務

の増大を考え、申告期限の再延長をしなけれ

ば負担に耐えられないと感じ、再延長を望ん

だ。近畿税理士会は、日本税理士会連合会を

通じて、国税庁に要望し、税理土政治連盟も

運動を行ったが、拮果として再延長は実現し

なかったことは残念であり、今後に問題を残

したといえよう。
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今
後
の
課
題

阪神間においては、戦後50年、今回のよう

な大規模災害に見舞われたことはなかった。

地震による被災ということでは、全国的にも

そうであったように思われる。

したがって、災害によって現出された非常

事態に対して、国、自治体、諸団体、個人の

緊急の諸施策並びに対応は、危機管理への準

備不足もあって、すべてが万全の施策、対応

とはいかない面もあった。この大震災の経験

から学ばなければならない数多くの事項があ

ると考えれれる。

私たちが体験し得たことは、税理士として

の立場から、一人の生活人からという限られ

た視点からではあるが、大震災体験を率直に

開示して、今後の課題としてしかるぺき機関

で検討していただきたいと願うものである。

1.雑損控除の簡便計算を更に画ー化して利

便性を高めたものを、緊急時取扱いとして

法制化、ないしは通達化とすることが望ま

れる。

？．繰戻し還付制度は、特定の窟災損失につ

いてのみ認められたが、被災後の事業成頃

の悪化が顕著であることが一般的領向であ

ることから、窟災損矢の範囲の拡大、ない

しは、繰戻し還付制度の全面適用が望まれ

る。

3.申告期限等の延長については、単に納税

者の事田のみでなく、関与の税理士事務所

の被災によっても延長出来る旨を法律で明

確にすることが望まれる。

4.広域災害または激甚災害での甲告期限延

長にあたっては、被災地納税者の支援をす

るために、被災地の周辺地域の税理士の応

援を要する。これを円滑に進めるためには、

被災地外の地域の税理士の応援をしやすく

するため、周辺地域も含めた期限延長を考

慮することが望まれる。
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5.課税庁は、簡便なパンフレットを作成、

配布し、詳細な部分については署の窓口で

対応する方法で納税者に説明することとし

ているが、非常時における特別な税務につ

いては実体面、手続面ともに、より網羅的

で詳細なパンフレットを作成し、需災税務

をよりわかりやすく広報することが、被災

地での無用な混乱の回避と被災者心理に配

慮する上で望まれる。

6.雑損控除と災害減免法（又は条例）との

国税、地方税の選択適用とその組み合わせ

適用については、より簡便化した分かりや

すい制度にされるべきである。

7. 申告期限の延長手続については、遠隔地

の自治体において若干の混乱があったが、

自治省において統一的な取り扱いを早い時

期に徹底できるようにすべきである。

8.兵庫県では、震災に対応できる共済制度

の創設を提案し、遡及適用による救済も考

えられているが、早期の創設が望まれる。

g.自治体との緊急時の連携を円滑に行ない、

自治体による業界への緊急時の情報や連絡

が税理士会及びその会員に迅速に伝達され

るようにするためには、税理士会の組織を

地方自治体ごとに対応できるシステムに改

善する必要がある。

10.税理士会として、災害時の見舞金、また

は緊急融資制度を将来に向かって、全国レ

ベルで確立することが望まれる。

ll．災害時の緊急立法要請等については、専

門家諸団体と合同して、網羅的な要請にす

ることが望ましい。関与先の全体的な支援

救済の観点からは、単に租税法分野にとど

まらす企業を取り巻く多面的な法制を含め

て対応することが望ましいが、そのために

は、専門家諸団体との協議が有効である。

尼税理士会としては、災害時には、災害対

策本部を被災地域内に置き、事務局員を出

向させるなどの方法で、支部の機能を補完

し、現湯情報の早期収集と災害への早期対

応を行なうことが望まれる。総じて、税理

士会として、今回の災害を機として、クラ

イシス・マネージメントの具体的施策を準

備しておくことが必要である。
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n-
1.阪神・淡路大震災

雲
仙
岳
噴
火
災
害
及
び
北
海
道
南
西
沖
地
裳
と
の
税
務
取
扱
い
の
比
較

ヽ

平成7年 1月17日発生の阪神 ・淡路大震

災では、雑損控除の損害額の簡易計算の万

法が、大阪国税局より公表された。（第ハ編

資渕の国税関係を参照）

建物

これによると、建物については、建築時

期 (7区分）と構造別 (5区分）によるni

当たりの評価額が公表され、これに延床面

積と被害割合を乗じることによって、損害

額が簡易に計算できる仕組みになっている。

被害割合は、全壊100%、全壊に準するもの

80%、半壊50%、一部破損？0%の4区分と

なっている。

家財

また、家財については、平成6年分の裕

所得金額 (I.ODO万円を限度）の1/？と大人

100万円、小人60万円の人数分の合計に、上

記の被害割合を乗することによって算出す

ることとしている。

車両

車両については、保有期間 (5区分）こ

との時価率を公表し、取得価額に時価率と

被害割合を乗することによって算出するこ

ととしている。

2. 雲仙岳噴火災害

これに対して、平成匹年11月17日に噴火

し、平成3年6月3日に大噴火した雲仙岳

噴火災害ては、福岡国税局が「住宅、家財

に対する損害額の簡易計算」を公表してい
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216 

る。（別掲資料を参照）

建 物

これによると、建物の損害は、固定資産

税の課税標準額をl.5倍した金額に「被害割

合の判定基準表」の被害区分ごとに決めら

れた被害割合を乗じて算出することとなっ

ている。被害区分は、損壊、没水、風雨等

による屋根の損壊の 3種類に分かれ、被害

の態様に応じてそれぞれに詳細な割合が示

されている。

家 財

家財については、被害を受けた年の「前

年分の総所得金額」及び「生計を一にする

同居親族の数Jを基にして計算することと

している。

① 「前年分の総所得金額」に対しては、

所得を 5区分し、それぞれに決められた

割合を乗じる累進的罪価法を採用してい

る点が、令口の大震災の大阪国税局と相

違するところである。

⑫ 「生計を一にする同居親族の数」によ

る金額については、大人60万円、小人40

万円となっている。

①と⑮の合計に「被害割合の判定基準

表」の被害区分ことに決められた被害割

合を乗じて家財の損失額を算出すること

になっている。

車両

車両については公表されていない。

妥森 39咲・北海道-==-」...-9§ 

， 兌，

ヽ，ふ，啜

磁忍

洛

，＇匁，，・

t 疼 さ，汐 3 ，～ 悩 工怒叫妥

さらに、平成 5年7月22日に発生した北

海道南西沖地雲については、被害が奥尻町

（奥尻島の青苗地区）に集中し局地的、か

つ比較的規模が小さいことから、大阪局、

福岡局のような簡易計算は公表されす、当

時の現行法下での所轄税務署の対応となっ

ている。

なお、資料は次ページ以降に褐載した。

蔽申・
大零



雲仙岳噴火災害及ぴ北海道南西沖地簾との税務取扱いの比較

~
 

料資
一

一

住宅、 家財に対する損冑額の簡易計算

福 岡 国

税
税

務
局

署

災害により被害を受けた住宅又は家財等の資産の捐害額の計算1こついては、被害のあったときの9寺／曲（被害を受けた資痒を

被害を受ける直前の状應で元買することとした場合の価額をいいます。）を基として個々に旧害額を計算することになってい

ますが、！月害を受けた白産について伺々に捐害額を計算することが困難な湯合には、次のような力法により損害額を計口して

いただいても孟し支えありません。

なお、保検金、損害賠償合、共済金等で補てんされる額がある場合には、その保険金等を差し引いた後の金額が雑損控除額

の計算の基礎となります。

1 建物に対する損害額の計算

建物に対する損害額は、固定臼産税の諫税標準額を15倍した金額に 2ページの「被吾割合の判定基平表」の被害区分に

よる被害割合を乗した合額とします。

なお、災宮の日において固定資産税の課税標準額が決定されていない新築家足については、その新築（脳入した家財につ

いては、その購入）に要した金額に 2ページの「被害割合の判定基準表」の被害区分による被吾割合を乗じた金額とします。

2 家財 に対する損害額の計算

被害を受けた年の「前年分の総所得金額」及び「牛計をーにする同居親族の数」を基として次の{II~131の万法により計箕

した金額の合計額に 2ページの「被害割合の判定基準表」の被害区分による被害割合を乗じた金額と Lます。

なお、前年分の総所得金額を計算する際には、 卜記イ～二にご注意ください。

イ 削年分の総所得金額は、譲渡所褐の金額及び一時所得の金額を除いた金額によります。

ロ 生計を一にする所得者が 2人以上いる場合には、各所得者の前年分の総所得金額を合計した金額を前年分の総所得金額

とします。

事業専従者の方は、 般の給与所得者と同様に取り扱います。

ニ 事業所得の金額又は不動産所得の金額は、事業専従者給与額（事業再従者控除額）を差し弓1いた後の金額によります。

Ill 「前年分の総所得金額」に応ずる家財の価額

次の速算表により求めた金額を所得割の家財の価額とします。

'‘ 

総所得金額に応ずる家財の価額の速算表

",)年分の総所得金額 割 合 加界額

200万円まで 50% 

200万円をこえ 300万円まで 40% 2 0万円

31)()万円をこえ 400万円まで 30% 5 0万円

400万円をこえ 800ガ円まで 20% 9 0万円

800万円をこえ 2,000h円まで 10% 1 7 0万円

121 「生計をー・にする同居毅族の数（本人を含みます。）」に応ずる家財の価額

次により計箕した金額

イ 大人（災害発生のとき］8歳以上の人） 1人につき印0,000円

口 ,1ヽ人・・---------------------------------------- l人につき 400,000円

tt 税法上の控除対象配偶者又は扶蓑親族を有する方でも、単身赴任等で家族と別居している場合、赴II先で災害にあっ

たようなときには同居親族は本人のみとして計団してください。

13) 所得者が 2人以ヒいる場合の計算

庁計を一にする親族のなかに所得者が 2人以上いる場合には、各所得者の前年分の総所得金額を合計した金額を11)の

「総所得金額に応ずる家財の価額の速算表」の前年分の総所得金額として計算L、11)及び12)により計；；した金額の合計

額を各所褐者ごとの前年分の総祈得金額の比によりおん分した金額をもって各所得古ごとの家財の価額とします。

，，お、家財評価の具体的な計算h法は 4ベージに明示しています。

-1-
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雲仙岳噴火災害及び北海道南西沖地震との税務取扱いの比較

憎

h

,

を

宅

簡易計算によるあなたの損害額

氏 名

固定資産税の課税標準額 ① 
円 円

・―ヽ~~ 円

住
仕 宅 の 評 価 額 （①Xl.5) ② 

I宅 損 害 額 （②x被害割合） ③ 

の 借家間借の場合の 未償却権利金 ④ 
← ~- ~ /~.~. 

損 損 害 額 被災者負担の修繕費 ⑤ 

保険金・共済金・損害賠償金などで補てん
"" ----

害 さ れ た 額
⑥ 

... 

額
差引損害額（③（又は④品））ーR) ⑦ 

--
曲参照 R 

％ ％ ％ 

損~、 害 割 合 ((J)＋ ②） 

円 円
~^ 
円

前 年分 の 総所得金額 ⑨ 

各 人 の ⑨ の 合 計 額 ⑩ 
Pl 

家 ＇ 
各 人 の 割 合 （⑨ + ⑩） ⑪ 

％ ％ ％ 

前年分の総所得金額に応ずる家財の額 ⑩ 

財
⑫ 円 円 P] 

（⑩x速算表の割合＋速算表の加算額） X %+  --

生計を一にする同居親族の数に応ずる家財の額 大人 600 000 円 囚 P-l 

大人 (1漏反以上の者）
X ＝ 

の 1人につき 600,000円
小人 400 000 円 w 円

小人 1人につき 400,000円
⑬ X ＝ 

計 円

損
⑫ 円1⑬ 円＝ 円家財の評価額計（⑫十⑬ ） ⑭ 

被 害 額 （⑭X被害割合） ⑮ 
円

害
保険金・共済金・損害賠償金などで補てん

-~ 

さ れ た 額
⑯ 

~ ~ 

差 弓I 損 害 額 （ ⑮ ⑯) ⑰ 
額

各 人 の 損 害 額(@X⑪) ⑱ 
円 円 円

「参照
合（嘉叫

⑲ 
％ ％ ％ 

損 害 割

前年分の総所得金額 割合 m算 額
備速 -

200万円まで 50% 

200万円をこえ 300万円まで 40% 20万円
！ 

算． i 
300万円をこえ 400万円まで 30% 50万円

400万円をこえ 800万円まで 20% 90万円 l 
表

170万円 考800万円をこえ 2,000万Plまで 10% 
• - 9.  

曲 ⑦又は⑰の捐害割合が50％以上の方は災免法の適用も受けられます。
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家財の評価方法

ー・

区 分 設例 1 (給与所得者） 設例 2 （白色事業；；；褐者） 設例 3 （青色事業所得者）

前年分の総所得金額 本人 本人 本人

給与所得・・ •3,"'5,000円 事業所得， 9999999999•3,150 、 OOOPl 事業所褐．．．．．．．•••3、500,000円

（収入金額・・・・・・5,800,000円） 事業専従者 2人（妻、長男） 百色申告控除前・・3、600,000円

冑色専従者控除前・4,420,000円 肖色事業専従者 2人

一時所得・ ・・ 300,000円
茎 妥

（妻、長男）

総所得金額…4,286,000円 給与所得．．．．．．．．． 150,000円 給与所得・ ..• ・ 550,000円

（収入金額．．．．．．...800,000円） （収人金額・・・・・・・ ・ 1.200.000円）

不動産所得．．．．．．．． 300、OOO円

長男 長男

給与所得．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・O肛］ 給与所得・ .. 850,000円

（収入金額．． ．．．．．．． 470,000円） （収入金額・•… ••...1.500.000円）

注妻、長男の給与所得の収入 注妻、長男の給与所得の収入

は、事業専従者控除額に対比 は、吉色事業専従者給与額に

するものです。 対比するものです。

牛計をーにする同居 本人 I表、長男、長女、母I所得なし 本人、妻I長男、嫁、孫 1人1所得なし 本人、妻、長男、 匡五］所得なし

親族 濠長男、長女は18歳未満 ※ 孫は18歳未満 ※ 長女は18歳未満

総所得金額•……••4,285,000円 本人の所得•..... 3,150,000円 本人の所得・・・・・・ 3,600,000円

前年分の総所得金額 妻の所得…•ヽ•ヽ .....550.000円

とみなす金額 一時所得の金額・・△300,CXXl円 妻の所得"""…,．,450,000円 長男の所得..．．．．．． 850.000I~

3,985,00l円 3,600,000円 5,000,UOO円

(!J総所得金額に応ず 3,985,(X)()円X0.3 + 500,000円 3,600『(X)()円X0,3 + 500,000円 5,000,000円XO2 l- 900,000円

る家財の評価額 ~ 1,695,500円 - 1,580,000円 -1,900,000円

②同居親族の数に応 600,000円X3人＝ 1,800,000円 600,00J円X4人＝ 2,400,000円 600,000円X3人＝1,800,000円

ずる家財の評価額 400,000円X2人＝ 800,000円 400,000円X1人＝ 400,000F'l 400、OOO円X1人＝如0,000円

2,600,000円 2,OOO,000円 2,100,000円

③家財の評価額 1,695,500円＋ 2,600,000円""4,295，珈円 1．細．000円＋ 2，OOO,000円＝ 4,380,000円 l,900,000円＋ 2,200,000円-4,100,000円

(ID 十②）
本人0分4,380,000円x33,,800150,,000000円円

3,600,000円
本人0分1,100,000円x -ゞ 円

5,000,000 

~ 3,832,500円 = 2,¥l52,000円

450,000円 5印，000Fi

稟0分 4,300,000円x3,000,000円 妻0分 4,100,000円x 円
5,000,000 

= 547,500円 - 451,000円

850,000円
長月の分4,100,IXXl円x 5,IXXl,000円

- 697,000円

的 設 例 は、平成3年分所得税の取扱いで計算してあります。

-4-
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雲仙岳噴火災害及び北海道南西沖地震との税務取扱いの比較

資料 2

指定地域の納税者への周知用チラシ

被災 地区の皆様へ

平 成 3 年雲仙岳噴火により

被害を受けられた皆様方に

心 か ら お 見舞い申し上げます

下記に記載している地区の方については、国税及び地方税に関しての申告・申請

・納付などについて平成3年5月29日以降にその期限が到来するものについて

は、当分の問、期限を延長しますのでお知らせします。

なお、延長後の期限については、後日、お知らせします。

下記地区以外の方でも、被害を受けられた方は、税務署、県税事務所、市・町の

税務課に個別に申諸することにより申告等の期限の延長が認められます。
Fr] 

t-ー-n-

島 原 市 :休7 江 町

浜の町、南安徳町、中安徳町、鎌田町、 大木、松山、芝所、中原、柴原、

北安徳町、南崩山町、梅園町、船泊町、 川原端、下瀬野、中瀬野、上瀬野、

大下町、門内町、札の元町、天神元町、 下大野木場、中大野木場、上大野木

仁田町、白谷町、北上木場町、南上木場 場、新大野木場及び大野台

町及び秩父が浦町 （注：地名はすべて通称である。）

平成3年7月30日
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※ 詳細につきましては、次の所に御相談ください。

島原税務署 0957-62-3281
福岡国税局税務相談室 092-431-5100 

092-451-3984 

.．9 l’’’ 

ー

~x 

福岡国税局税務相談室

長崎分室

長崎県税務課

長崎県島原県税事務所

島原市税務課

深江町税務課

0958-26-8086 
0958-24-1111 （代）

0 9 5 7 -6 3-0 1 1 1 (it) 
0957-63-1111 （代）

0957-72-2111 (it) 
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資料 3

指定地域の納税者への周知用チラシ

被 災地区の皆様へ

平成 3 年雲仙岳噴火により
被客を受け ら れ た 皆 様 方 に

心からお見瞬い申し上げます

ゞ
―
り
＇
＂
汀
＇
｀
し
―
け
―
•
-
9

＿
ー
・
・
>

「

下記に記改している地区の方については、国税及び地方税に閲しての申告・申云

・納付などについて平成3年8月31日以烙にその期限が到来するものについて

は、当分の問、期限を延長しますのでお知らせします．

なお、延長後の期隈については、後日、お知らせします．

下記地区以外の方でも、被害を受けられた方は税務署、県税姦務所、市の税若

罪に郷に申論することにより甲告等の期限の延長が認められます。

記

島 原 市

北千本木町、南千本木町及び上折栖町の

上組地区

（注、上折涵町の地区名は遍称である）

平成3年 Il月 l9日

岡
原

国

税

碕

原

ロ却つきましては、次の紅咋＜ださい g□：著 0957-62-3281 溢図 国 如 細 相誤宰 092-431-5100

1 0 9 2-45 1 -39 84 
1 呼 碑 即 諏 務 相談室

長崎分室

長崎県税務衰

長綺県烏原県税手務所

島原市税務探

．
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雲仙岳噴火災害及び北海道南西沖地震との税務取扱いの比較

資料 4

指定地域の納税者への周知用チラシ
平成7年8月4日

．蜃謹璽園糎厨 し

雲仙苦賢岳噴火災害により被災された皆様方に

心からお見舞い申し上げはす。

雲仙普賢岳噴火災害発生以降、次の地区の納税者の方々につきましては、国税、県税及び市•町税

に関する申告・申請・納付等の期限が延長されていましたが、この度、これらの期限が下記のとおり

となりましたのでお知らせします。

なお、この期限までに申告・申請・納付等が困難な方は、島原税務署、長崎県島原県税事務所又は

島原市役所・深江町役場へご相談ください．

旦言；：言こ胴喜[9ご
｀
 
に

』

記

国税及ぴ県税

乎成 3年 5月29日（島原市のうち北千本木町、南千本木町及ぴ上折橋町の上租地区については、

平成3年8月31日）から平成 7年 10月1日までの問に到来するものの期限

．．．．．．．．乎成 7年 10月2日
2 市税•町税•国民健康保険税等

次表のとおり

税 目 等 I 対 象 I納期限、申告期限等

顎環翠lllJ]
-1島原市

3年度 1期～平成 7年度 3

町

ュ --3年度1期一平成7年度 2

釘軽経証

国E．儘康］保医巴』巴竺ぎ:巴上竺こ巴竺 7年度 2期 I平成 7年 10月2

望
法人 市町民税の
申告 ・納付期限

匁給与支払報告書^ 胡頚出期限箆1瓦疇紐芦咀謳鯰謬札I餅拭辺疇麟
償却資産の申告期限 平成 4年度分一平成 7年度分 平成 7年 10月2

固 定 資 産

------------------------------------------------------------------------------→ ！ ※ 詳細につきましては、次へお問い合わせください。 ： 
＇ 島原税務著合0957-62-3281 福岡国税局税務相談室云092-431-5100 j 
： 長崎県島原県税事務所云0957-63-0111 II 合 092-451-3984 : 

i 島原市税務課も0957-63-1111 税務相談室長崎分室合0958-26-8086 j 
！ 深江町税務課云0957-72-2111 長崎県税務課云0958-24-1111 j 

e _＿-------------------------------------------------------------← 
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雲仙岳噴火災害及び北海道南西沖地震との税務取扱いの比較

資料 6

雲仙降灰の除去費用について

・・・・・・・・・除去費用を支払った場合は、

領収書の保存を・・・・・・・・・

除去費用が、年間 5万円を超えますと、

は、雑損控除の対象となります。

＜雑損控除の対象となる除去費用＞

① 

その超える部分の金額

降灰除去のために雇用した人に対する黄用で、賃金、旅斐、

除灰用具の借料、提供した食事代

」

覧

_
―
~
ー
ー
訓
疇

② 

車両の借上料及び負担した燃料費

（注）生活に通常必要でない資産に対するものは、対象になり

ません。・

＊ 

集積した降灰を投棄するための賛用で、集灰袋の購入費用、

雑損控除を受けるためには、確定申告害を提出される際に、

その費用を支払ったことを証明する領収香等の害類が必要とな

ります。

詳しいことは、最寄りの税務署や税務相談室にお尋ねください。

‘”̀‘ ・税●
1,.ヽ ィJ.

福岡国税局•島原税務署
四 0957(82)3281
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資料 9

乎成 5 年 7 月

北海道南西沖地震で被災された皆様方に
心からお見舞い申し上げます。

~,札幌国税局・税務署
今町）地震災店によって被害を受けられた方々については、次のような国税の軽滅•免除、納税

のう酋子等を受けることがでさますので、徊利用（ださい。

甲告、納付などの期限の延長

► 指定地域内の方の培合

平成 5年 7月Zl日、大成町、呉尻町、瀬棚町、北榜山町及び島牧村が国税通削法の規定

による災宰地域として指定されまし 1ら

指定地域内の方について 19、平成5年7月 12日から 9月 14日までの問に到朱する申告，

申蹟・納付などの期限が． 9月 16日まで嵌・長されます．

≫指定地環以外の方の場合

指定地域以外で災否を受けた方については、所純税務各長に個別に申面することにより、指定地城内の方

と同様に期限を延長することができ土す。

［所得税の和汲•免除

1 住宅、家財などの横客紅が所得金額の10分の 1を超えた方、 9又は、災害閲述支出が 5万円を超えた方は、

碓挨逹除として、その超えな額が証税対象から控除されます"
2 住宅や家財の半分以上に投凄を受け、しかも平成 5年分の所得金額が 600万円以下,-'方は、災害減免法の

規迂9こより所得金額9こ応じて、所得税が全額免除あるいば一部軽滅されます．

戸定納税額の浪額申in1 

被災された方で子定納税の通知を受1ナている方は、予定納税＄9の減訊承認．申諸菩を所討；9）税務署長へ益出す

ることができます。

ー竺！所搭税の徴収滋子又は還付の申誼 1 

住宅，家財の半分以上に1●匹を受It、かつ、平成 5年分の所符額の見積額が 600万円以下の方1カ、災密，硯免

注の規定により源泉所得f砂滋収祖予や遠付を受けることができ王す．

I納税の記の中韮 I
財産に妓害を受けたため税金を一時に訥付することができない方は、 1年以内 ('!>I内によって 19更1こ1年）

頭囲て納税の滋子が受けられます．

被災酒類の放済拮袈 I
活罰裂追者の方スは泊類眼ぅ’6棠者の方が販売のたのに所1守していが国類が、炎当9こより亡矢寄した場合に 11、

依災ぼ類の所持舌の方からの申苛9二甚づら、沼税相当忍月について災奎滅免法による救済措湿を受けることかて

さます。

炭 なお、軽減•免9余については、確定申告で精算することになります。
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* ：：9不明の点や詳細9二ついては、お気経に最寄りの税務薬又はもも務祖該室にお涵ね下さい。

江差税務署匹 0!395-2-0078
八雲税務苓fl01376-3-2148 
倶知安税務署合 0136~22-Jl 92 
小樽税務署fl0134-23"2171 
余市税務署fl0135-22-2093 
岩見沢税務砦 fl0126-22-08!0 
留睛税務署匹01644-2-0661

稚内税務署匹 0162-23-4150
室簡税務磐含 0143-22-4151
浦河税務署岱01462-2-4131
函館税務相談室 fl0]38-26-1667 
苫小牧税務相談室 fl0144-36-6611 
札怪国税局

税務相談室合 011-261-7755 

9 l l’’’’’ 
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